
 
 

議案第１２号 

 

   大口町町営住宅条例の一部改正について 

 

 大口町町営住宅条例の一部を改正する条例を別紙のように定めるものとする。 

 

  平成２５年３月４日提出 

 

大 口 町 長  森     進   

 

 （提案理由） 

 この案を提出するのは、地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図

るための関係法律の整備に関する法律（平成２３年法律第３７号）が施行され、公

営住宅法（昭和２６年法律第１９３号）及び被災市街地復興特別措置法（平成７年

法律第１４号）の一部が改正されたこと等に伴い、この条例の一部を改正するため

必要があるからである。 

 

 



 

   大口町町営住宅条例の一部を改正する条例 

 

 大口町町営住宅条例（平成９年大口町条例第２９号）の一部を次のように改正す

る。 

 第３条の次に次の９条を加える。 

 （整備基準） 

第３条の２ 法第５条第１項及び第２項に規定する条例で定める町営住宅及び共同

施設（以下「町営住宅等」という。）の整備基準は、次条から第３条の１０まで

に定めるところによる。 

 （整備の基本方針） 

第３条の３ 町営住宅等は、その周辺の地域を含めた健全な地域社会の形成に資す

るように考慮して整備するものとする。 

２ 町営住宅等は、安全、衛生、美観等を考慮し、かつ、入居者等にとって便利で

快適なものとなるように整備するものとする。 

３ 町営住宅等の建設に当たっては、設計の標準化、合理的な工法の採用、規格化

された資材の使用及び適切な耐久性の確保に努めることにより、建設及び維持管

理に要する費用の縮減に配慮するものとする。 

 （敷地の基準） 

第３条の４ 町営住宅等の敷地（以下「敷地」という。）の位置は、災害の発生の

おそれが多い土地及び公害等により居住環境が著しく阻害されるおそれがある土

地をできる限り避け、かつ、通勤、通学、日用品の購買その他入居者の日常生活

の利便を考慮して選定するものとする。 

２ 敷地が地盤の軟弱な土地、その他に類する土地であるときは、当該敷地に地盤

の改良等安全上必要な措置を講ずるものとする。 

３ 敷地には、雨水及び汚水を有効に排出し、又は処理するために必要な施設を設

けるものとする。 

 （住棟等の基準） 

第３条の５ 住棟その他の建築物は、敷地内及びその周辺の地域の良好な居住環境
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を確保するために必要な日照、通風、採光、開放性及びプライバシーの確保、災

害の防止、騒音等による居住環境の阻害の防止等を考慮して配置するものとする。 

 （住宅の基準） 

第３条の６ 住宅には、防火、避難及び防犯のための適切な措置を講ずるものとす

る。 

２ 住宅には、外壁、窓等を通しての熱の損失の防止その他の住宅に係るエネルギ

ーの使用の合理化を適切に図るための措置を講ずるものとする。 

３ 住宅の床及び外壁の開口部には、当該部分の遮音性能の確保を適切に図るため

の措置を講ずるものとする。 

４ 住宅の構造耐力上主要な部分（建築基準法施行令（昭和２５年政令第３３８号）

第１条第３号に規定する構造耐力上主要な部分をいう。以下同じ。）及びこれと

一体的に整備される部分には、当該部分の劣化の軽減を適切に図るための措置を

講ずるものとする。 

５ 住宅の給水、排水及びガスの設備に係る配管には、構造耐力上主要な部分に影

響を及ぼすことなく点検及び補修を行うことができるための措置を講ずるものと

する。 

 （住戸の基準） 

第３条の７ 町営住宅の１戸の床面積の合計（共同住宅においては、共用部分の床

面積を除く。）は、２５平方メートル以上とする。ただし、共用部分に共同して

利用するため適切な台所及び浴室を設ける場合は、この限りでない。 

２ 町営住宅の各住戸には、台所、水洗便所、洗面設備及び浴室並びにテレビジョ

ン受信の設備及び電話配線を設けるものとする。ただし、共用部分に共同して利

用するため適切な台所又は浴室を設けることより、各住戸部分に設ける場合と同

等以上の居住環境が確保される場合にあっては、各住戸部分に台所又は浴室を設

けることを要しない。 

３ 町営住宅の各住戸には、居室内における化学物質の発散による衛生上の支障の

防止を図るための措置を講ずるものとする。 

４ 住戸内の各部には、移動の利便性及び安全性の確保を適切に図るための措置そ
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の他の高齢者等が日常生活を支障なく営むことができるための措置を講ずるもの

とする。 

 （共用部分の基準） 

第３条の８ 町営住宅の通行の用に供する共用部分には、高齢者等の移動の利便性

及び安全性の確保を適切に図るための措置を講ずるものとする。 

 （附帯施設の基準） 

第３条の９ 敷地内には、必要な自転車置場、物置、ごみ置場等の附帯施設を設け

るものとする。 

２ 前項の附帯施設は、入居者の衛生、利便等及び良好な居住環境の確保に支障が

生じないように考慮するものとする。 

 （共同施設の基準） 

第３条の１０ 共同施設を整備する場合は、その位置及び規模について、敷地内の

住戸数、敷地の規模及び形状、建築物の配置等に応じて、入居者の利便性及び安

全性を確保した適切なものとする。 

 第４条第１項中「、法２３条に規定する条件のほか」を削り、「老人」を「高齢

者」に改め、後段を削り、第２号及び第３号を削り、第１号の次に次の６号を加え

る。 

 (2) 現に住宅に困窮していることが明らかであること。 

 (3) 町内に１年以上住所又は勤務場所を有すること。 

 (4) 町営住宅の家賃の納付、損害賠償金額その他町営住宅賃貸契約から生ずる債

務について不履行がないこと。 

 (5) 国税及び地方税を滞納していない者であること。 

 (6) 入居者又は現に同居し、若しくは同居しようとする親族が暴力団員による不

当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第６号に規定

する暴力団員（以下「暴力団員」という。）でないこと。 

 (7) その者の収入が次に掲げる場合に応じ、次に掲げる金額を超えないこと。 

  ア 入居しようとする者が身体障がい者その他の特に居住の安定を図る必要が

あるものとして規則で定める場合 ２１万４，０００円 
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  イ アに掲げる以外の場合 １５万８，０００円 

 第４条第２項を削る。 

 第４条の次に次の１条を加える。 

 （入居者の資格の特例） 

第４条の２ 法４４条第３項の規定による町営住宅の用途の廃止により当該町営住

宅の明渡しをしようとする入居者が当該明渡しに伴い、他の町営住宅に入居の申

込みをした場合においては、その者は、前条各号に掲げる条件を具備する者とみ

なす。 

２ 被災市街地復興特別措置法（平成７年法律第１４号）第２１条に規定する被災

者等にあって前条第２号の条件を具備するものにあっては、当該災害発生した日

から起算して３年を経過する日までの間は、前条各号（第６号を除く。）に掲げ

る条件を具備する者とみなす。 

３ 前項に定めるもののほか、町長は、供給する住宅の戸数が著しく少ない場合そ

の他特に必要があると認めるときは、入居者の資格について制限を加えることが

できる。 

 第１８条第５項第１号中「同居者」を「入居者又は同居者」に、「こと」を「と

き」に改め、同項第２号中「高額所得者」を「入居者」に、「こと」を「とき」に

改め、同項第３号中「高額所得者」を「入居者」に、「こと」を「とき」に改め、

同項第４号中「特別な事情」を「特別の事情があるとき。」に改める。 

   附 則 

 この条例は、平成２５年４月１日から施行する。 
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大口町町営住宅条例の一部改正新旧対照表 

新 旧 

 （設置）  （設置） 

第３条 略 第３条 略 

 （整備基準）  

第３条の２ 法第５条第１項及び第２項に規定

する条例で定める町営住宅及び共同施設（以

下「町営住宅等」という。）の整備基準は、

次条から第３条の１０までに定めるところに

よる。 

 

 （整備の基本方針）  

第３条の３ 町営住宅等は、その周辺の地域を

含めた健全な地域社会の形成に資するように

考慮して整備するものとする。 

 

２ 町営住宅等は、安全、衛生、美観等を考慮

し、かつ、入居者等にとって便利で快適なも

のとなるように整備するものとする。 

 

３ 町営住宅等の建設に当たっては、設計の標

準化、合理的な工法の採用、規格化された資

材の使用及び適切な耐久性の確保に努めるこ

とにより、建設及び維持管理に要する費用の

縮減に配慮するものとする。 

 

 （敷地の基準）  

第３条の４ 町営住宅等の敷地（以下「敷地」

という）の位置は、災害の発生のおそれが多

い土地及び公害等により居住環境が著しく阻

害されるおそれがある土地をできる限り避

け、かつ、通勤、通学、日用品の購買その他

入居者の日常生活の利便を考慮して選定する

ものとする。 

 

２ 敷地が地盤の軟弱な土地、その他に類する

土地であるときは、当該敷地に地盤の改良等

安全上必要な措置を講ずるものとする。 

 

３ 敷地には、雨水及び汚水を有効に排出し、

又は処理するために必要な施設を設けるもの

とする。 

 

 （住棟等の基準）  
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新 旧 

第３条の５ 住棟その他の建築物は、敷地内及

びその周辺の地域の良好な居住環境を確保す

るために必要な日照、通風、採光、開放性及

びプライバシーの確保、災害の防止、騒音等

による居住環境の阻害の防止等を考慮して配

置するものとする。 

 

 （住宅の基準）  

第３条の６ 住宅には、防火、避難及び防犯の

ための適切な措置を講ずるものとする。 

 

２ 住宅には、外壁、窓等を通しての熱の損失

の防止その他の住宅に係るエネルギーの使用

の合理化を適切に図るための措置を講ずるも

のとする。 

 

３ 住宅の床及び外壁の開口部には、当該部分

の遮音性能の確保を適切に図るための措置を

講ずるものとする。 

 

４ 住宅の構造耐力上主要な部分（建築基準法

施行令（昭和２５年政令第３３８号）第１条

第３号に規定する構造耐力上主要な部分をい

う。以下同じ。）及びこれと一体的に整備さ

れる部分には、当該部分の劣化の軽減を適切

に図るための措置を講ずるものとする。 

 

５ 住宅の給水、排水及びガスの設備に係る配

管には、構造耐力上主要な部分に影響を及ぼ

すことなく点検及び補修を行うことができる

ための措置を講ずるものとする。 

 

 （住戸の基準）  

第３条の７ 町営住宅の１戸の床面積の合計

（共同住宅においては、共用部分の床面積を

除く。）は、２５平方メートル以上とする。

ただし、共用部分に共同して利用するため適

切な台所及び浴室を設ける場合は、この限り

でない。 

 

２ 町営住宅の各住戸には、台所、水洗便所、

洗面設備及び浴室並びにテレビジョン受信の

設備及び電話配線を設けるものとする。ただ
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新 旧 

し、共用部分に共同して利用するため適切な

台所又は浴室を設けることより、各住戸部分

に設ける場合と同等以上の居住環境が確保さ

れる場合にあっては、各住戸部分に台所又は

浴室を設けることを要しない。 

３ 町営住宅の各住戸には、居室内における化

学物質の発散による衛生上の支障の防止を図

るための措置を講ずるものとする。 

 

４ 住戸内の各部には、移動の利便性及び安全

性の確保を適切に図るための措置その他の高

齢者等が日常生活を支障なく営むことができ

るための措置を講ずるものとする。 

 

 （共用部分の基準）  

第３条の８ 町営住宅の通行の用に供する共用

部分には、高齢者等の移動の利便性及び安全

性の確保を適切に図るための措置を講ずるも

のとする。 

 

 （附帯施設の基準）  

第３条の９ 敷地内には、必要な自転車置場、

物置、ごみ置場等の附帯施設を設けるものと

する。 

 

２ 前項の附帯施設は、入居者の衛生、利便等

及び良好な居住環境の確保に支障が生じない

ように考慮するものとする。 

 

 （共同施設の基準）  

第３条の１０ 共同施設を整備する場合は、そ

の位置及び規模について、敷地内の住戸数、

敷地の規模及び形状、建築物の配置等に応じ

て、入居者の利便性及び安全性を確保した適

切なものとする。 

 

 （入居者資格）  （入居者資格） 

第４条 町営住宅の入居者（以下「入居者」と

いう。）は、次に掲げる条件（高齢者、身体

障がい者その他の特に居住の安定を図る必要

がある者として規則で定めるものにあっては

第１号を除く）を具備する者でなければなら

第４条 町営住宅の入居者（以下「入居者」と

いう。）は、法第２３条に規定する条件のほ

か、次に掲げる条件（老人、身体障がい者そ

の他の特に居住の安定を図る必要がある者と

して規則で定めるものにあっては第１号を除
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新 旧 

ない。 く。）を具備する者でなければならない。こ

の場合において、同条第１号イの条例で定め

る金額は、公営住宅法施行令（昭和２６年政

令第２４０号。以下「令」という。）第６条

第１項に掲げる額とする。 

 (1) 略  (1) 略 

  (2) 入居者又は現に同居し、又は同居しよう

とする親族が暴力団員による不当な行為の

防止等に関する法律（平成３年法律第７７

号）第２条第６号に規定する暴力団員（以

下「暴力団員」という。）でないこと。 

  (3) 町営住宅に係る未納の家賃、損害賠償金

額その他町営住宅賃貸契約から生ずる債務

がないこと。 

 (2) 現に住宅に困窮していることが明らかで

あること。 

 

 (3) 町内に１年以上住所又は勤務場所を有す

ること。 

 

 (4) 町営住宅の家賃の納付、損害賠償金額そ

の他町営住宅賃貸契約から生ずる債務につ

いて不履行がないこと。 

 

 (5) 国税及び地方税を滞納していない者であ

ること。 

 

 (6) 入居者又は現に同居し、若しくは同居し

ようとする親族が暴力団員による不当な行

為の防止等に関する法律（平成３年法律第

７７号）第２条第６号に規定する暴力団員

（以下「暴力団員」という。）でないこと。

 

 (7) その者の収入が次に掲げる場合に応じ、

次に掲げる金額を超えないこと。 

 

  ア 入居しようとする者が高齢者、身体障

がい者その他の特に居住の安定を図る必

要があるものとして規則で定める場合 

２１万４，０００円 

 

  イ アに掲げる以外の場合 １５万８，０

００円 
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新 旧 

 ２ 入居者は、町内に1年以上住所又は勤務場所

を有する者でなければならない。 

 （入居者の資格の特例）  

第４条の２ 法４４条第３項の規定による町営

住宅の用途の廃止により当該町営住宅の明渡

しをしようとする入居者が当該明渡しに伴

い、他の町営住宅に入居の申込みをした場合

においては、その者は、前条各号に掲げる条

件を具備する者とみなす。 

 

２ 被災市街地復興特別措置法（平成７年法律

第１４号）第２１条に規定する被災者等であ

って前条第２号の条件を具備するものにあっ

ては、当該災害発生した日から起算して３年

を経過する日までの間は、前条各号（第６号

を除く。）に掲げる条件を具備する者とみな

す。 

 

３ 前２項に定めるもののほか、町長は、供給

する住宅の戸数が著しく少ない場合その他特

に必要があると認めるときは、入居者の資格

について制限を加えることができる。 

 

 （高額所得者の決定等）  （高額所得者の決定等） 

第１８条 略 第１８条 略 

２～４ 略 ２～４ 略 

５ 略 ５ 略 

 (1) 入居者又は同居者が病気にかかっている

とき。 

 (1) 同居者が病気にかかっていること。 

 (2) 入居者又は同居者が災害により著しい損

害を受けたとき。 

 (2) 高額所得者又は同居者が災害により著し

い損害を受けたこと。 

 (3) 入居者又は同居者が近い将来において定

年退職等の理由により、収入が著しく減少

することが予想されるとき。 

 (3) 高額所得者又は同居者が近い将来におい

て定年退職等の理由により、収入が著しく

減少することが予想されること。 

 (4) その他前３号に準ずる特別の事情がある

とき。 

 (4) その他前３号に準ずる特別な事情 

６ 略 ６ 略 
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改 正 要 旨 

 

１ 改正の趣旨 

 地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備

に関する法律（平成２３年法律第３７号）の施行により、公営住宅法（昭和２６年

法律第１９３号）の一部が改正されたことに伴い、大口町町営住宅の入居者の収入

基準及び整備基準を、公営住宅等整備基準（平成１０年建設省令第１０号）を参酌

して条例により定めることとします。 

 

２ 改正概要 

 (1) 入居基準について 

  ア 本来階層（一般の入居資格を有する世帯） 

   ・国から示された参酌基準の額は、法改正前の基準額と同額です。 

   ・住宅に困窮する低所得者の入居機会については、今後もこれまでどおり確

保します。 

   これらのことから、本来階層における基準額は、１５８，０００円とします。 

 法改正前の基準額 国が示す基準額 
（参酌基準） 大口町基準額 

金 額 １５８，０００円 １５８，０００円 １５８，０００円 

  イ 裁量階層（高齢者世帯など特に居住の安定を図る必要のある世帯） 

   ・国から示された上限額は、法改正前の基準額より高くなっています。 

   ・基準額を引き上げることは、入居対象世帯が増えることになり、このこと

は、応募倍率の上昇を招き、本来入居すべき世帯の入居機会を奪うおそれ

があります。 

   これらのことから、裁量階層における基準額は、２１４，０００円とします。 

 法改正前の基準額 国が示す基準額 
（上限額） 大口町基準額 

金 額 ２１４，０００円 ２５９，０００円 ２１４，０００円 
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  ウ 被災市街地復興特別措置法による特例 

   特例対象者の入居時の条件及び金額を条例で定めます。 

 (2) 公営住宅等整備基準について 

  参酌する省令は、町営住宅及び共同施設の整備基準について入居者の居住性の

安定に配慮し、また維持管理のコスト縮減を図るうえで必要かつ十分なものであ

るため、省令と同内容の基準を条例で定めます。 

 (3) その他 

  高額所得者の明渡し請求における特別な事情を公営住宅管理標準条例に基づき

一部改正します。 

 

３ 施行期日 

  平成２５年４月１日から施行します。 
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